
 

 

 

令和７年３月豊橋市議会定例会 

 

 

 

 

○ 提出事件 

 

予 算 案       １４ 件 （うち補正３件） 

 

条 例 案       ３０ 件  

 

単 行 案        ８ 件 

 

報  告    ２ 件  

      

 

以 上       ５４ 件 
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３月市議会定例会議案概要説明書 

 

〔 条 例 案 〕        

 

議案第１８号  豊橋市職員定数条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

職員定数の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

区  分 改正後 改正前 増減 

議会の事務部局の職員 １５人 １５人 ０人 

市長の事務部局の職員 ３，１８９人 ３，１３６人 ５３人 

水道事業及び下水道事業管理者

の事務部局の職員 
１８４人 １８４人 ０人 

選挙管理委員会の事務部局の職

員 
５人 ５人 ０人 

監査委員の事務部局の職員 ８人 ９人 ▲１人 

公平委員会の事務部局の職員 ３人 ３人 ０人 

農業委員会の事務部局の職員 １８人 １７人 １人 

教育委員会の事務部局及び教育

委員会の所管に属する学校その

他の教育機関の職員 

２０８人 ２０９人 ▲１人 

消防の事務部局の職員 ３４９人 ３４７人 ２人 

    

職員定数 ３，９７９人 ３，９２５人 ５４人 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第１９号  豊橋市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

 会計年度任用職員の再度の任用時の宣誓の手続を簡略化するため、現行条例の一部を

改正するもの 

 

○ 同一の会計年度任用職員につき再度の任用を行った場合に、先の任用に際して行っ

た服務の宣誓をもって、これを行ったものとみなすこととする 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第２０号  豊橋市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

人事院勧告を踏まえ、子の年齢に応じた柔軟な働き方を実現する等のため、現行条例

の一部を改正するもの 

 

１ 超過勤務の免除の対象となる子の範囲の拡大 

職員が請求した場合に超過勤務の免除の対象となる子の範囲を、現行の３歳未満の

子から小学校就学前の子に拡大する。 

２ 仕事と介護の両立支援制度を利用しやすい勤務環境の整備等 

（１）親族等の介護を必要とする状況に至ったことを申し出た職員及び４０歳に達する

職員に対する措置 

   ・介護両立支援制度に関する個別の周知、面談等の実施 

（２）その他勤務環境の整備等 

   ・職員に対する介護両立支援制度に関する研修の実施 

   ・介護両立支援制度に関する相談体制、勤務環境の整備 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第２１号  豊橋市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

（人事課） 

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世代

育成支援対策推進法の一部を改正する法律（令和６年法律第４２号。令和６年５月３１

日公布）による育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法

律の一部改正により、条例で引用する条項が繰り下げられたことに伴い、規定の整備を

するため、現行条例の一部を改正するもの 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第２２号  豊橋市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改 

正する条例 

議案第２３号  豊橋市長等の給与に関する条例の一部を改正する条例 

議案第２４号  豊橋市教育委員会教育長の給与等に関する条例の一部を改正する条 

        例 

議案第２５号  豊橋市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

議案第２６号  豊橋市パートタイム会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する 

条例の一部を改正する条例 

議案第２７号  豊橋市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部を改正する 

条例 

 （人事課） 

１ 給料表の見直し 

（１）給与制度のアップデートに基づく新給料表への切替え 

   人事院勧告を踏まえ、全ての給料表について、人材確保や組織パフォーマンス向

上の観点から、職務や職責をより重視した給料体系とする。 

ア 行政職給料表 

区   分 内    容 

中級主事～課長級 

（３級～７級） 

各級の初号近辺の号給をカットし、これらの級の初号の給

料月額まで引き上げる。 

次長級・部長級 

（８級・９級） 

各級の初号の給料月額を引き上げつつ上下の隣接する職務

の級間での給料月額の重なりを解消するとともに、現行の

号給を大くくり化する。 
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イ 行政職給料表以外の給料表 

   行政職給料表との均衡を基本に前記アに相当する見直しを行う。 

 

２ 一般職及び会計年度任用職員の期末手当及び勤勉手当の支給率の平準化 

（１）令和７年度以降の期末手当・勤勉手当の支給率 

区   分 現   行 改   定 増   減 

６月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.225月(0.6875月) 

1.025月(0.4875月) 

1.25月(0.70月) 

1.05月(0.50月) 

0.025月( 0.0125月) 

0.025月( 0.0125月) 

12月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.275月(0.7125月) 

1.075月(0.5125月) 

1.25月(0.70月) 

1.05月(0.50月) 

▲0.025月(▲0.0125月) 

▲0.025月(▲0.0125月) 

年 間 

期末手当 

勤勉手当 

2.500月(1.4000月) 

2.100月(1.0000月) 

2.50月(1.40月) 

2.10月(1.00月) 

0.000月( 0.0000月) 

0.000月( 0.0000月) 

合  計 4.600月(2.4000月) 4.60月(2.40月) 0.000月( 0.0000月) 

※括弧は、再任用職員 

 

３ 特別職の期末手当の支給率の平準化 

（１）令和７年度以降の期末手当の支給率 

区   分 現   行 改   定 増   減 

６月期 1.700月 1.725月 0.025月 

12月期 1.750月 1.725月 ▲0.025月 

年間合計 3.450月 3.450月 0.000月 

 

４ 特定任期付職員の勤勉手当の支給及び期末手当の支給率の平準化 

（１）令和７年度以降の期末手当及び勤勉手当の支給率 

   令和７年度から、特定任期付職員業績手当を廃止し、新たに勤勉手当を支給する。

支給率については、従来の期末手当の支給率を基礎に平準化を行う。 

区   分 現   行 改   定 増   減 

６月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.700月 

― 

0.950月 

0.775月 

▲0.75月 

皆増 

12月期 
期末手当 

勤勉手当 

1.750月 

― 

0.950月 

0.775月 

▲0.80月 

皆増 

年 間 

期末手当 

勤勉手当 

3.450月 

― 

1.900月 

1.550月 

▲1.55月 

皆増 

合  計 3.450月 3.450月  0.00月 

 

５ 扶養手当の見直し 

  配偶者の働き方等に係る社会状況の変化や少子化に対応するため、配偶者に係る手

当を段階的に廃止し、子に係る手当額を段階的に引き上げる。 

年 度 区分 行政職７級以下 ８級 ９級 

令和６年度 
配偶者 6,500円 3,500円 0円 

子 10,000円 
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令和７年度 
配偶者 3,000円 0円 

子 11,500円 

令和８年度 
配偶者 0円 

子 13,000円 

行政職給料表以外の給料表適用者についても、行政職給料表との均衡を基本に上

表に相当する見直しを行う。 

 

６ 地域手当の引上げ 

公務としての近似性・類似性を重視して、国家公務員の支給割合等を基本として地

域手当を引き上げる。 

（１）一般職の地域手当 

医療職給料表（一）適用者を除き、地域手当（現行１００分の３）を１００分の

８とし、段階的に引き上げる。令和７年度は、１００分の６とする。 

（２）地域手当引上げによる影響額（一般職・令和７年度） 

一 般 会 計 特 別 会 計 企 業 会 計 合     計 

約３億1,200万円 約1,500万円 約１億8,400万円 約５億1,100万円 

 

７ 通勤手当の引上げ及び単身赴任手当の見直し 

  人材確保や人事異動の円滑化等を図る観点から、通勤手当の支給月額の限度額を５

５，０００円から１５０，０００円に引き上げるとともに、単身赴任手当の支給範囲

を新規採用職員へ拡大する。 

  

８ 管理職員特別勤務手当の見直し 

  災害への対処等の臨時、緊急の必要によりやむを得ず平日深夜に勤務した場合、当

該勤務の手当支給対象時間帯を拡大する。 

区   分 現   行 改   定 

支給対象時間帯 
（平日）午前０時から午前５時

までの間 

（平日）午後10時から翌日の午前

５時までの間 

 

９ 実施時期 令和７年４月１日 
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議案第２８号  刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条 

        例 

（行政課・各条例所管課） 

 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号。令和４年６月１７日公布）に

よる刑法の一部改正により、拘禁刑が創設されたことに伴い、関係条例について必要な

整理をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ 「禁錮」を「拘禁刑」に改めるもの 

（１）豊橋市職員の給与に関する条例 

（２）豊橋市職員共済組合条例 

（３）豊橋市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例 

（４）豊橋市職員の退職手当に関する条例 

２ 「懲役」を「拘禁刑」に改めるもの 

（１）豊橋市浄化槽保守点検業者の登録に関する条例 

（２）豊橋市屋外広告物条例 

（３）豊橋市情報公開・個人情報保護審査会条例 

（４）豊橋市行政不服審査会条例 

（５）豊橋市個人情報の保護に関する法律施行条例 

（６）豊橋市議会の個人情報の保護に関する条例 

３ 「懲役又は禁錮の刑」等を「拘禁刑」に改めるもの 

（１）豊橋市吏員退隠料退職給与金遺族扶助料条例 

（２）豊橋市吏員退隠料退職給与金遺族扶助料条例の一部を改正する条例 

 

（令和７年６月１日から施行） 
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議案第２９号  豊橋市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

の一部を改正する条例 

（「文化のまち」づくり課・こども若者総合相談支援センター・人事課） 

 非常勤特別職の報酬を新設し、及び廃止するため、現行条例の一部を改正するもの 

 

〇 新設する非常勤特別職及び報酬額 

新設する非常勤

特別職 
報酬額 新設する理由 

児童相談所設置

等検討会議委員 

日額 

１２，５００円 

児童相談所の設置に向けた児童相談体制及び児

童虐待防止のあり方について、外部有識者の視点

から意見及び助言を求め、より効果的で、より公

平性の高い児童相談所設置等の計画を策定する

ため 

 

○ 廃止する非常勤特別職及び報酬額 

廃止する非常勤

特別職 
報酬額 廃止する理由 

郷土関係出版物

選考委員会委員 

日額 

１０，０００円 
郷土関係出版物に関する補助金を廃止するため 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第３０号  豊橋市旅費支給条例の一部を改正する条例 

（行政課） 

旅費の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 移動、宿泊及び赴任に係る旅費 

区分 改正後 改正前 

移動に係

る旅費 

国内の鉄道賃の特急料金は、距

離規定（片道100km以上）を廃止

し、実態に応じて支給する。 

特急料金は、片道100キロメートル以上

の旅行及び公務上の必要その他やむを

得ない事情により、特別急行列車を利

用して旅行する必要があると市長が認

める旅行に限り支給する。 

宿泊に係

る旅費 

宿泊費（都道府県ごとの上限付

き実費支給）及び夕朝食代の掛

かりまし費用として宿泊手当

（一夜につき定額1,600円）を支

給する。 

宿泊料（夕朝食代相当額を含む。）の定

額（市長等15,000円、その他：12,000

円）を限度として、当該必要額を支給

する。 

赴任に係

る旅費 
実費支給方式とする。 定額支給方式とする。 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第３１号  豊橋市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 

（人事課） 

退職手当の適正化を図るほか、規定の整備をするため、現行条例の一部を改正するも

の 

 

１ 退職手当の適正化 

異動等により給料月額が減額される場合に、減額前の額を退職手当に算入する特例

を複数回の減額の場合にも適用できることとするもの 

 

２ 規定の整備 

 一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法律（令和６年法律第７２号。

令和６年１２月２５日公布）の施行により、条例で引用する法の項が繰り上げられた

ことに伴い、規定の整備をするもの 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第３２号  豊橋市特別会計条例の一部を改正する条例 

（財政課・区画整理課） 

豊橋牟呂坂津土地区画整理事業における換地清算事業の開始に伴い、土地区画整理換

地清算費特別会計を設置するため、現行条例の一部を改正するもの 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第３３号  豊橋市市税条例等の一部を改正する条例 

（市民税課・行政課・議事課） 

情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の

簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律（令和

６年法律第４６号。令和６年６月７日公布）による行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法律の一部改正により、条例で引用する法の条が繰り

下げられたことに伴い、規定の整備をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 関係条例 

 ・豊橋市市税条例 

 ・豊橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条例 

 ・豊橋市議会の個人情報の保護に関する条例 

 

  （令和７年４月１日から施行） 
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議案第３４号  豊橋市民館設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（生涯学習課） 

 高師台生涯学習センターの改修に伴い、館内の室名を変更するため、現行条例の一部

を改正するもの 

 

○ 室名の変更 

改正後  改正前  

第１多目的室  第１和室  

第２多目的室  第２和室  

 

  （規則で定める日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第３５号  豊橋市子ども・子育て支援法施行条例の一部を改正する条例 

（保育課） 

子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律（令和６年法律第４７号。令和６年６

月１２日公布）による子ども・子育て支援法の一部改正により、条例で引用する法の項

が削除されたことに伴い、規定の整備をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

  （令和７年４月１日から施行） 
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議案第３６号  豊橋市保育所設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

（保育課） 

 新吉保育園の移転に伴い、保育所の名称及び位置を規定するため、現行条例の一部を

改正するもの 

 

○ 移転する保育園 

 名   称 位   置 

移転後 つつじが丘保育園 豊橋市佐藤五丁目１６番地の２ 

移転前 新吉保育園 豊橋市新吉町１番地の２ 

 

  （令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

議案第３７号  豊橋市母子父子福祉手当支給条例の一部を改正する条例 

（子育て支援課） 

児童扶養手当法施行令及び特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令の一部を改

正する政令（令和６年政令第２５９号。令和６年７月３１日公布）による児童扶養手当

法施行令の一部改正により、条例で引用する政令の項が繰り上げられたことに伴い、規

定の整備をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

  （公布の日から施行） 

 

 

 

議案第３８号  豊橋市公衆浴場法施行条例の一部を改正する条例 

（生活衛生課） 

公衆浴場における水質基準等に関する指針の一部改正により、条例で引用する用語が

変更されたことに伴い、規定の整備をするため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 条例で引用する用語の変更に伴う規定の整備 

改正後 改正前 

大腸菌 大腸菌群 

 

  （令和７年４月１日から施行） 
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議案第３９号  豊橋市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

（国保年金課） 

国民健康保険財政の健全な運営及び国民健康保険税の負担の適正化を図るため、現行

条例の一部を改正するもの 

 

１ 税率の改定 

区   分 
税        率 

改 正 後 改 正 前 

基
礎
課
税
額 

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

100分の7.27 

基礎控除後の総所得金額等の 

100分の6.69 

被保険者均等割額 
被保険者１人について 

24,300円 

被保険者１人について 

21,600円 

世 帯 別 平 等 割 額 

（ ）内上段は、特定世帯 

下段は、特定継続世帯 

据置き 

１世帯について 

 23,400円  

  （11,700円） 

  （17,550円） 

後
期
高
齢
者
支
援
金
等
課
税
額 

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

100分の2.88 

基礎控除後の総所得金額等の 

100分の3.03 

被保険者均等割額 据置き 
被保険者１人について 

 9,600円 

世 帯 別 平 等 割 額 

（ ）内上段は、特定世帯 

下段は、特定継続世帯 

１世帯について 

 9,300円  

  （4,650円） 

 （6,975円） 

１世帯について 

 10,200円  

  （5,100円） 

 （7,650円） 

介
護
納
付
金
課
税
額 

所 得 割 額 
基礎控除後の総所得金額等の 

100分の2.53 

基礎控除後の総所得金額等の 

100分の2.40 

被保険者均等割額 
被保険者１人について 

    9,900円 

被保険者１人について 

    9,300円 

世 帯 別 平 等 割 額 
１世帯について 

    6,900円 

１世帯について 

    7,500円 

※ 特定同一世帯所属者（国民健康保険から後期高齢者医療保険に移行後、継続して

同じ世帯に属する者）が属する世帯で国民健康保険の加入者が１人のみである世帯

のうち、１年目から５年間を特定世帯といい、基礎課税額及び後期高齢者支援金等

課税額の世帯別平等割額の２分の１が減額され、６年目から３年間を特定継続世帯

といい、基礎課税額及び後期高齢者支援金等課税額の世帯別平等割額の４分の１が

減額される。 

 

２ 国民健康保険税の軽減金額の改定 

＜低所得世帯＞ 
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軽減割合 

軽     減     金     額 

基礎課税額 
後期高齢者 

支援金等課税額 
介護納付金課税額 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平

等割額 

１世帯に

ついて 

( )内上段

は特定世

帯、下段は

特定継続

世帯 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平

等割額 

１世帯に

ついて 

( )内上段

は特定世

帯、下段は

特定継続 

世帯 

被保険者

均等割額 

被保険者

１人につ

いて 

世帯別平

等割額 

１世帯に

ついて 

７ 

割 

改正後 17,010円 

 

据置き 

  

 

据置き 

 

6,510円  

(3,255円) 

(4,883円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

6,930円 4,830円 

改正前 15,120円 

16,380円  

(8,190円) 

(12,285円) 

  

6,720円 

7,140円  

(3,570円) 

(5,355円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

6,510円 5,250円 

５ 

割 

改正後 12,150円 

 

据置き 

  

 

据置き 

 

4,650円  

(2,325円) 

(3,488円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

4,950円 3,450円 

改正前 10,800円 

11,700円  

(5,850円) 

(8,775円) 

  

4,800円 

5,100円  

(2,550円) 

(3,825円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

4,650円 3,750円 

２ 

割 

改正後 4,860円 据置き 

 

据置き 

 

1,860円  

(930円) 

(1,395円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

1,980円 1,380円 

改正前 4,320円 

4,680円  

(2,340円) 

(3,510円) 

  

1,920円 

2,040円  

(1,020円) 

(1,530円) 

5,050円 

(2,525円) 

(3,788円) 

1,860円 1,500円 

 

＜未就学児＞ 

低 所 得 世 帯 

軽 減 割 合 区 分 

( )内は軽減割合 

軽  減  金  額 

基礎課税額 

被保険者均等割額 

後期高齢者支援金等課税額 

被保険者均等割額 

改正後 改正前 改正後 改正前 

７割（1.5割） 3,645円 3,240円 据置き 1,440円 

５割（2.5割） 6,075円 5,400円 据置き 2,400円 

２ 割 （ ４ 割 ） 9,720円 8,640円 据置き 3,840円 

非該当（５割） 12,150円 10,800円 据置き 4,800円 

 

３ 適用時期 

  令和７年度分の国民健康保険税から適用
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議案第４０号  豊橋市漁港管理条例の一部を改正する条例 

（農業支援課） 

 漁港施設用地に係る占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第４１号  豊橋市道路占用料条例の一部を改正する条例 

（土木管理課） 

 道路法施行令の一部改正（令和４年政令第３７８号。令和４年１２月１４日公布）に

伴い、道路占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

占用物件 

の種類 
区分 単位 

占用料（単位円） 

改正後 改正前 

法第32条第１

項第１号に掲

げる工作物 

第１種電柱 １本１年につき 990 950 

第１種電話柱 １本１年につき 880 850 

その他の柱類 １本１年につき 88 85 

変圧塔その他これに類するも

の及び公衆電話所 
１個１年につき 1,800 1,700 

郵便差出箱及び信書便差出箱 １個１年につき 740 720 

広告塔 
表示面積１平方メ

ートル１年につき 
2,200 2,400 

路上に設ける変圧器 １個１年につき 860 830 

地下に設ける変圧器 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
530 510 

その他のもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
1,800 1,700 

法第32条第１

項第２号に掲

げる物件 

外径が0.07メートル未満のも

の 

長さ１メートル１

年につき 
37 36 

外径が 0.07メートル以上 0.1

メートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
53 51 

外径が 0.1メートル以上 0.15 長さ１メートル１ 79 77 

区分 単位 
占用料（単位円） 

改正後 改正前 

柱類を

設置す

る場合 

電柱 
第１種電柱 １本１年につき 930 890 

第３種電柱 １本１年につき 1,900 1,800 

その他の柱類 １本１年につき 83 79 
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メートル未満のもの 年につき 

外径が 0.15メートル以上 0.2

メートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
110 100 

外径が0.2メートル以上0.3メ

ートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
160 150 

外径が0.3メートル以上0.4メ

ートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
210 200 

外径が0.4メートル以上0.7メ

ートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
370 360 

外径が 0.7メートル以上１メ

ートル未満のもの 

長さ１メートル１

年につき 
530 510 

外径が１メートル以上のもの 
長さ１メートル１

年につき 
1,100 1,000 

法第32条第１項第３号及び第４号に掲げる

施設 

占用面積１平方メ

ートル１年につき 
1,800 1,700 

法第32条第１

項第５号に掲

げる施設 

地 下 街 及 び

地下室 

階数が１のもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.004 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.005 を

乗じて得た額 

階数が２のもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.006 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.008 を

乗じて得た額 

階数が３以上の

もの 

占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.007 を

乗じて得た額 

Ａに0.01を乗

じて得た額 

上空に設ける通路 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
1,100 1,200 

地下に設ける通路 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
660 710 

その他のもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
1,800 1,700 

法第32条第１

項第６号に掲

げる施設 

祭礼、縁日等に際し、一時的

に設けるもの 

占用面積１平方メ

ートル１日につき 
22 24 

その他のもの 
占用面積１平方メ

ートル１月につき 
220 240 

令第７条第１

号に掲げる物

件 

看板（アーチ

で あ る も の

を除く。） 

一時的に設ける

もの 

表示面積１平方メ

ートル１月につき 
220 240 

その他のもの 
表示面積１平方メ

ートル１年につき 
2,200 2,400 

旗ざお 

祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

１本１日につき 22 24 

その他のもの １本１月につき 220 240 

幕（令第７条

第 ４ 号 に 掲

げ る 工 事 用

施 設 で あ る

も の を 除

く。） 

祭礼、縁日等に

際し、一時的に

設けるもの 

その面積１平方メ

ートル１日につき 
22 24 

その他のもの 
その面積１平方メ

ートル１月につき 
220 240 

アーチ 

車道を横断する

もの 
１基１月につき 2,200 2,400 

その他のもの １基１月につき 1,100 1,200 

令第７条第２号に掲げる工作物 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 
1,800 1,700 

令第７条第３号に掲げる施設 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.031 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.033 を

乗じて得た額 
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令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同

条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メ

ートル１月につき 
220 240 

令第７条第６号に掲げる仮設建築物及び同

条第７号に掲げる施設 

占用面積１平方メ

ートル１月につき 
180 170 

令第７条第11

号に掲げる応

急仮設建築物 

トンネルの上又は高架の道路

の路面下に設けるもの 

占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.012 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.014 を

乗じて得た額 

上空に設けるもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.022 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.023 を

乗じて得た額 

その他のもの 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.031 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.033 を

乗じて得た額 

令第７条第12号に掲げる器具 
占用面積１平方メ

ートル１年につき 

Ａ に 0.025 を

乗じて得た額 

Ａ に 0.033 を

乗じて得た額 

 ※Ａは、近傍類似の土地の時価を表すもの 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４２号  豊橋市海岸占用料等徴収条例の一部を改正する条例 

（農業支援課） 

 海岸占用料の額の適正化を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 占用料の変更 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

占用の種類 区分 単位 
占用料（単位円） 

改正後 改正前 

柱類を設置

する場合 

電柱 第１種電柱 １本１年につき 990 950 

その他の柱類 １本１年につき 88 85 
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議案第４３号  豊橋市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を

改正する条例 

（建築指導課） 

流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律及び貨物自動車運送事業法の一部を

改正する法律（令和６年法律第２３号。令和６年５月１５日公布）による流通業務の総

合化及び効率化の促進に関する法律の一部改正により、条例で引用する法律の名称の変

更及び法の項が繰り下げられたことに伴い、規定の整備をするため、現行条例の一部を

改正するもの 

 

○ 条例で引用する法律の名称の変更 

改正後 改正前 

物資の流通の効率化に関する法律 
流通業務の総合化及び効率化の促進に関

する法律 

 

  （令和７年４月１日から施行） 
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議案第４４号  豊橋市営住宅条例の一部を改正する条例 

（住宅課） 

市営住宅の入居の手続の際に連帯保証人を必要とすることを廃止し、及び子育て世帯

向け市営住宅の賃貸借契約の期間を延長することにより、住宅確保要配慮者の居住の安

定を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ 連帯保証人の廃止 

  市営住宅の入居の手続の際に必要であった連帯保証人（市内に居住し、かつ、入居

決定者と同程度以上の収入を有する者で、市長が適当と認めるもの）１名の賃貸借契

約書への連署を不要とする。 

 

２ 子育て世帯向け市営住宅の賃貸借契約の期間の延長 

 子育て世帯向け市営住宅に入居することができる者（入居の申込みをする際現に小

学校就学の始期に達するまでの子と同居し、かつ、その子を扶養している者）の子育

て世帯向け市営住宅の賃貸借契約の期間を、次のとおり延長する。 

 

改正後 改正前 

市長が指定する入居の日から申込みをす

る際現に同居し、かつ、扶養している最

年少の子が18歳に達した日以後の最初の

３月31日が終了するまで 

市長が指定する入居の日から申込みをす

る際現に同居し、かつ、扶養している最

年少の子が15歳に達した日以後の最初の

３月31日が終了するまで 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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議案第４５号  豊橋市下水道条例の一部を改正する条例 

（上下水道局総務課） 

 アナログ規制の見直しにより、排水設備等の新設等の工事に係る排水設備等の工事に

関し管理者が定める技能を有する者の常駐・専任規制を緩和するほか、規定の整備をす

るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

１ アナログ規制の見直し 

改正後 改正前 

排水設備等の新設等の工事は、管理者が

行う場合を除き、排水設備等の工事に関

し管理者が定める技能を有する者が選任

する業者として管理者が定めるところに

より指定したもの(以下「排水設備指定工

事店」という。)でなければ行ってはなら

ない。 

排水設備等の新設等の工事は、管理者が

行う場合を除き、排水設備等の工事に関

し管理者が定める技能を有する者が専属

する業者として管理者が定めるところに

より指定したもの(以下「排水設備指定工

事店」という。)でなければ行ってはなら

ない。 

 

２ 下水道法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第２号。令和６年１月４日公

布）の施行に伴う規定の整備 

改正後 改正前 

大腸菌数 大腸菌群数 

 

  （令和７年４月１日から施行） 
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議案第４６号  豊橋市消防団条例の一部を改正する条例 

（消防本部総務課） 

 消防団員の定員を改正するため、現行条例の一部を改正するもの  

 

○ 消防団員の定員 

改正後 改正前 増 減 

１，０１９人 １，１１９人 ▲１００人 

 

（令和７年４月１日から施行） 

 

 

 

 

 

議案第４７号  豊橋市非常勤消防団員に係る退職報償金の支給に関する条例の一部を

改正する条例 

（消防本部総務課） 

 消防団員等公務災害補償等責任共済等に関する法律施行令の一部を改正する政令（令

和６年政令第３９４号。令和６年１２月２７日公布）の施行に伴い、非常勤消防団員の

処遇改善を図るため、現行条例の一部を改正するもの 

 

○ 支給金額の引上げ 

  退職報償金の支給について、勤続年数３５年以上の区分を設けるもの 

階 級  

勤 務 年 数  

５ 年 以 上  

10年 未 満  

10年 以 上  

15年 未 満  

15年 以 上  

20年 未 満  

20年 以 上  

25年 未 満  

25年 以 上  

30年 未 満  

30年 以 上  

35年 未 満  
35年 以 上  

 円  円  円  円  円  円  円  

団 長  239,000 344,000 459,000 594,000 779,000 979,000 1,079,000 

副 団 長  229,000 329,000 429,000 534,000 709,000 909,000 1,009,000 

分 団 長  219,000 318,000 413,000 513,000 659,000 849,000  949,000 

副 分 団 長  214,000 303,000 388,000 478,000 624,000 809,000  909,000 

部 長 及 び 班 長  204,000 283,000 358,000 438,000 564,000 734,000  834,000 

団 員  200,000 264,000 334,000 409,000 519,000 689,000  789,000 

（下線部分は、新設部分） 

 

（令和７年４月１日以後の退職者から適用） 
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〔 単 行 案 〕 

 

議案第４８号  市道の路線廃止について 

        （三ノ輪町４３号線以下５路線） 

（土木管理課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第４９号  市道の路線認定について 

        （牟呂町１１４号線以下１２路線） 

（土木管理課） 
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議案第５０号  工事請負契約締結について 

（契約検査課・資源化センター） 

１ 工 事 名  １・２号炉維持整備工事（令和７年度） 

２ 工 事 内 容  熱分解設備、熱分解物分別設備、燃焼溶融設備 

３ 決定年月日  令和７年２月３日 

４ 契 約 価 格  １５４，５５０，０００円 

 （予 定 価 格  １６３，１６３，０００円） 

  決 定 率  ９４．７％ 

５ 請 負 人  ＪＦＥ環境テクノロジー（株） 

６ 契 約 方 法  随意契約 

 

 

 

 

 

議案第５１号  工事請負契約締結について 

（契約検査課・道路建設課） 

１ 工 事 名  豊橋新城スマートＩＣ（仮称）橋梁上部工事 

２ 工 事 内 容  ・橋梁上部工 

ＰＣコンポ橋（ポストテンション方式単純合成桁橋）  

Ｌ＝３６．５ｍ、Ｗ＝１５．５ｍ 

          橋梁附属物工         一式 

コンクリート橋足場等設置工  一式 

仮設工            一式 

３ 落札年月日  令和７年２月７日 

４ 契 約 価 格  ２５６，０８０，０００円 

 （予 定 価 格  ２７５，０４０，７００円） 

  落 札 率  ９３．１％ 

５ 請 負 人  （株）ＩＨＩインフラ建設中部支店 

６ 契 約 方 法  一般競争入札（総合評価落札方式）（応札２社） 

 

 

 

 



25 

議案第５２号  物品購入契約締結について 

（契約検査課・生活衛生課） 

１ 物 品 名  ステンレスケージ 

２ 数   量  ９０台 

３ 落札年月日  令和７年２月３日 

４ 契 約 価 格  ２３，１００，０００円 

５ 購 入 先  中北薬品（株）豊橋支店 

６ 契 約 方 法  一般競争入札（応札２社） 
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議案第５３号  議決事項中変更について 

（令和４年第９９号議決 工事請負契約締結について（豊橋田原ごみ

処理施設整備・運営事業建設工事）） 

（施設建設室） 

 令和４年９月３０日締結の豊橋田原ごみ処理施設整備・運営事業建設工事請負契約に

ついて、議決事項中契約価格の変更を求めるもの 

 

１ 変更前契約価格  ４１，８９１，３００，０００円 

  変更後契約価格  ４１，９７０，５００，０００円 

   （差引き）       ７９，２００，０００円増 

 

２ 変更理由及び内容  

建設用地内で土壌汚染が判明したことから、汚染土の除去、運搬、処分等が必要に

なったことにより、契約変更をするもの 

 

３ 請負人  日鉄エンジニアリング・大林組・神野建設特定建設工事共同企業体 
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議案第５４号  包括外部監査契約の締結について 

（行政課） 

 地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により、議会の議決を求めるもの 

 

１ 契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期  令和７年４月１日 

３ 契 約 の 金 額  １１，０００，０００円を上限とする額 

４ 契約の相手方  北 川 裕 和 （公認会計士） 

 

 

 

 

 

議案第５５号  東三河広域連合規約の変更について 

（政策企画課） 

東三河広域連合が処理する事務を変更することに伴い、広域連合規約を変更するため、

地方自治法第２９１条の１１の規定により議会の議決を求めるもの 

 

◯ 東三河まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づき実施する事務 

変更後 変更前 

・東三河住民の交流拡大に関すること。 

・東三河の魅力発信に関すること。 

・東三河での就業の理解促進に関するこ 

と。 

・若者に対するチャレンジの機会提供に関

すること。 

・東三河特産品の販路拡大に関すること。 

・若い世代の転出の抑制に関すること。 

・若者等の人材還流に関すること。 

・地域産業を担う人材の育成支援に関する

こと。 

 

（令和７年４月１日から施行） 
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〔 報 告 〕 

 

報告第５号  専決処分の報告について 

（契約検査課・道路建設課・保育課・「スポーツのまち」づくり課） 

 地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく議会の議決により、市長の専決処分事項

となっている変更契約の締結について、同条第２項の規定により報告するもの 

 

１（１）専 決 年 月 日  令和７年１月３１日 

（２）変更する議決  令和５年第８５号議決 

              工事請負契約締結について（明海大橋（仮称）橋梁下部工事） 

（３）変 更 内 容 

契約価格 

変更前 ６６３，３５８，３００円（※） 

変更後 ６７８，１６４，３００円    

差引き １４，８０６，０００円    

・鋼矢板打込機の規格の変更等のため 

（※）令和６年議案第５３号（議決事項中変更について）において、変更し

た後の価格 

 

 

２（１）専 決 年 月 日  令和７年１月３１日 

（２）変更する議決  令和５年第１４８号議決 

              工事請負契約締結について（つつじが丘保育園（仮称）建設

工事） 

（３）変 更 内 容 

契約価格 

変更前 ４５３，２００，０００円 

変更後 ４４０，２２５，５００円 

差引き ▲１２，９７４，５００円 

     ・準不燃化塗料の数量の変更のため 
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３（１）専 決 年 月 日  令和７年２月５日 

（２）変更する議決  令和６年第６５号議決 

              工事請負契約締結について（豊橋市民球場スコアボード取替

工事） 

（３）変 更 内 容 

契約価格 

変更前 ２６９，５００，０００円 

変更後 ２７２，０１２，４００円 

差引き ２，５１２，４００円 

     ・既設コンクリート基礎の天端の調整を追加する変更等のため 

 

 

４（１）専 決 年 月 日  令和７年２月１２日 

（２）変更する議決  令和５年第１４８号議決 

              工事請負契約締結について（つつじが丘保育園（仮称）建設

工事） 

（３）変 更 内 容 

契約価格 

変更前 ４４０，２２５，５００円 （※） 

変更後 ４５２，６５０，０００円    

差引き １２，４２４，５００円    

     ・床下空調の仕様の変更等のため 

（※）令和７年報告第５号２（専決処分の報告について）において、変更し

た後の価格 
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報告第６号  専決処分の報告について 

（土木管理課・資源化センター） 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づく議会の議決により、市長の専決処分事項

となっている１件１００万円以内の次の損害賠償について、同条第２項の規定により報

告するもの 

 

１（１）専 決 年 月 日   令和７年２月５日 

（２）損害賠償の額   ６７，６９２円 

（３）事 故 の 概 況   令和６年１０月３日午後１時５０分頃、豊橋市植田町字池

下１３番２地先の路上において、本市職員（建設部土木管

理課）の運転する軽乗用自動車が直進したところ、相手方

所有の軽乗用自動車が一時停止を怠り交差点に進入したた

め、相手方車両と衝突したもの 

（豊橋市過失割合 ２０％） 

 

 

２（１）専 決 年 月 日   令和７年２月５日 

（２）損害賠償の額   ７９，５９６円 

（３）事 故 の 概 況   令和６年１０月２０日午後６時頃から同月２１日午後６時

頃までの間に、豊橋市西岩田三丁目７番１６地内において、

根本部分が腐食していた道路反射鏡が倒れ、相手方所有の

フェンスを損傷させたもの 

（豊橋市過失割合 １００％） 

 

 

３（１）専 決 年 月 日   令和７年２月７日 

（２）損害賠償の額   １４４，００１円 

（３）事 故 の 概 況   令和６年１２月１６日午前１０時頃、資源化センター東工

場棟内において、本市職員（環境部資源化センター）が相

手方所有の小型貨物自動車の荷台からショベルローダーに

より荷下ろしをしていたところ、ショベル部分が相手方車

両に接触したことにより、当該車両を損傷させたもの 

（豊橋市過失割合 １００％） 
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４（１）専 決 年 月 日   令和７年２月７日 

（２）損害賠償の額   ３３５，６１０円 

（３）事 故 の 概 況   令和６年１２月１６日午前１１時１０分頃、資源化センタ

ー東工場棟内において、本市職員（環境部資源化センター）

の運転するショベルローダーが後退したところ、荷下ろし

をしようと停車していた相手方所有の小型貨物自動車に誤

って接触し、相手方車両を損傷させたもの 

（豊橋市過失割合 １００％） 

 

 

 

 


